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民が必要に応じて使用できるようにすることや，電子商取引の規模を 2003 年には５年前の 10 倍以
上に拡大することなどを目標に掲げた。 
















形成（同法第 17 条），②教育及び学習の振興並びに人材の育成（同法第 18 条），③電子商取引等の




21 条），⑤高度情報通信ネットワークの安全性の確保等（同法第 22 条），⑥研究開発の推進（同法
第 23 条）の６点が掲げられた。さらに，高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を迅速
かつ重点的に推進するため，内閣に「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（通称 IT 戦略本
部）」を置くこととした（同法 25 条）。 


















さらに，2001 年６月 26 日には，「e-Japan2002 プログラム28」が新たに発表され，また 2002 年６










開始した31。翌 2003 年８月 25 日に，住民基本台帳カード（以下，住基カードと略す）の発行を開
始したことにより本格的に稼働している。また，その翌 2004 年１月 29 日，この住基カードに電子
証明を付帯することにより，公的個人認証が可能となった。住基ネットでは，住民票記載事項のう
ち本人確認情報（氏名，生年月日，性別，住所，住民票コード，およびそれらの情報の変更履歴）
を一元的に管理 している。住基ネットとは，すべての住民票に 11 桁のコード番号を割り振り，個
人の氏名，生年月日，性別，住所，住民票コードとこれらの変更情報（異動事由，異動年月日）の
いわゆる六情報を国家が一元管理して，国や自治体がアクセスできるようにした。転出入手続きな
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憲法第 13 条の規定により保障されているといえる。 
映画は，シネマトグラフ（Cinematographe）からはじまったとされている50。このシネマトグラ
フは，リュミエール兄弟（Lumiere,A.&Lumiere,L.）が，エジソン（Edison,T.A.）の開発したキネ

















































































































































ん拡大をしていき，様々な問題を乗り越えていった。1988 年，ＪＵＮＥＴと 10 の企業とが直接結
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第 19 条における思想・良心の自由は，日本国憲法が導入した「個人の尊重」（第 13 条）という基
本価値からみて，公権力による規制を受けるべきでなく，それゆえ，内心の自由が絶対的に保障さ
れなければならない74。 







この事実から，第 21 条第１項のいう表現の自由は，第 19 条のいう思想・良心の自由のような絶
対無制約な自由であるとはならず，何らかの規制の可能性があることを示唆している。この点が，








































































































































































リアルスペースにおける名誉毀損，つまり従来の名誉毀損は，民法第 709 条，第 710 条，第 723
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1   インターネットの仕組み等については後述する。 
2   インターネットの世界では，世界中の情報がお互いに複雑に絡まって編まれているこの状況を「蜘蛛の巣」
という意味の web という単語を用いて World Wide Web と呼ぶ。通常，情報サイトのアドレスは「http://www」
から始まるが，この「www」の部分は World Wide Web の略となっている。 
3   インターネットが日本で我々一般に浸透し始めたのが，Microsoft 社が OS（Operating System）の
Windows95 を販売した 1995 年からであり，わずか 20 年で生活に不可欠なものとなっている。 
4   インターネットショッピングは当初，通信販売業者が主にＴＶショッピングやラジオショッピングと併用
する形で用いられたが，今や販売業者や製造業者は自己のサイトで自社店舗の紹介や自社製品の詳細な説明
とともに直接販売するようになってきている。 
5   インターネットバンキングについては，当初利用可能な銀行や，また利用できても別料金が発生したり，
手続きが面倒だったりとあまり普及しなかった。しかし，利用料や手続き面のハンデをクリアし，また，イ
ンターネット上でのみ存在する銀行などの誕生から，利用者は年々増加している。 
6   2000 年８月，名古屋市で自動販売機が爆破された事件では，当時 23 歳の会社員が窃盗未遂容疑で逮捕さ
れた。この会社員は爆弾の製造マニュアルをインターネット上で入手して製造，「手製爆弾の実験」として
自販機の爆破結果をホームページ上に掲載する計画だった。詳細については，「読売新聞中部版 2000 年８月
26 日朝刊」31 頁を参照。 
7   2004 年 6 月 1 日に発生した長崎佐世保の小 6 女児殺害事件において，インターネット上の掲示板におけ
る書き込みが発端であったとされる。詳細については，「読売新聞東京版 2004 年６月２日夕刊」１頁を参照。 
8   2004 年２月 24 日に発覚した，インターネットプロバイダー大手 Yahoo-BB は，当初約 470 万人分の顧客
個人情報を流出したとされていた。しかし，流出ルートの全貌が明らかになるにつれ，最終的には 660 万人
分の個人情報が流出したことが判明。この数は国民の約 20 人に１人の個人情報が流出した計算となる。詳
細については，「読売新聞東京版 2004 年２月 24 日夕刊」１頁及び「読売新聞東京版 2004 年６月 18 日夕刊」
１頁を参照。 
9   流出した個人情報が直接的に振り込め詐欺に利用されていることは未だ確認はされていないものの，その
犯行の正確さ等から何らかの形で個人情報を入手し，それを利用しているとされている。詳細については，
「読売新聞東京版 2004 年８月 29 日朝刊」30 頁を参照。当初は「オレオレ詐欺」といわれていたが，その
後，様々な様式に発展し，本来の「オレオレ詐欺」の様相とかなり違ったものになってきた。また，本来の
「オレオレ詐欺」の形態をした事件そのものが減少傾向にあることから「オレオレ詐欺」と呼ぶことが不適
当になってきた。そこで，2004 年 12 月９日，警察庁は，安易に振り込まないようにとの意味で「振り込め
詐欺」と命名した。詳細については，「読売新聞東京版 2004 年 12 月 10 日朝刊」１頁及び「読売新聞東京版
2004 年 12 月９日夕刊」１頁を参照。 
10  2004 年１月 16 日に発表した消費者金融大手三洋信販の顧客情報流出事件は，当初 173 人分の個人情報が
流出されたとされていたが，後に幾度かの修正をし，最終的には 32 万人分以上の顧客個人情報が流出した
可能性もあるとした。また，顧客情報流出後，顧客に対する架空請求の相談が相次ぎ，2004 年２月には１
万件を突破した。詳細については，「読売新聞西部版 2004 年２月 24 日夕刊」11 頁を参照。 
11  不正な手段で開設された銀行口座などがインターネットで公然と売買され，オレオレ詐欺などに利用され
ている。また，架空請求事件にも利用されている。このことを受けて，国内最大手の検索サイト運営会社
Yahoo Japan は，2004 年７月から，不正口座の売買などを行っているサイトについて，検索結果を表示しな
い表示停止措置を講じている。警視庁の要請に応じた自主規制で，約 370 のサイトの表示を停止した。詳細
については，「読売新聞東京版 2004 年８月 27 日朝刊」39 頁を参照。 
12  「サイバースペース」の語源は元来ＳＦ小説上の言葉であり，それがネット上のコミュニケーションの世
界を示す用語となったのは，John Perry Barlow による功績であるというのが定説である。Barlow は，電気
通信とコンピュータとの連鎖的な集団によるネットワークのコミュニケーションの世界を，「サイバースペ
ース」と呼び，この指摘はその後市民権を得るようになった。詳細については，平野晋＝牧野和夫『判例 国
際インターネット法』（1998 年，プロスパー企画）38 頁以下を参照。 
13  サイバースペースという語句とインターネットという語句はほぼ同義であり，インターネットの特徴はそ
のままサイバースペースに引き継がれる。詳細については，平野＝牧野注 13 前掲書 37 頁を参照。 
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としての特性に着目している。詳細については，平野＝牧野注 13 前掲書 36 頁以下を参照。 
15  本稿では，インターネットを表現メディアの１つととらえる。この考え方については後述する。 




いて，総合的，計画的な情報化の推進を打ち出した。詳細については，「読売新聞東京版 1995 年２月 21 日
夕刊」１頁を参照。 
17  詳細については，首相官邸サイト内『情報通信技術戦略本部』の頁を参照。但し，本基本方針は 1998 年
11 月９日に改訂されている。 
1995 年２月 21 日決定〈http://www.kantei.go.jp/jp/it/990422ho-7.html〉（2015 年 10 月１日確認） 
1998 年 11 月９日決定〈http://www.kantei.go.jp/jp/it/981110kihon.html〉（2015 年 10 月１日確認） 
18  小渕惠三首相（当時）は 1999 年 12 月 19 日，2000 年度予算の目玉と位置づける「ミレニアムプロジェク
ト」（新千年紀事業）を正式決定した。「経済新生特別枠」（総額 5000 億円）は，ミレニアムプロジェクトを
中心とする非公共事業「情報通信，科学技術，環境」枠（2500 億円）と，公共事業の「物流効率化，環境・





京版 2000 年２月 23 日朝刊』９頁を参照。 
20  詳細については，首相官邸サイト内「ミレニアムプロジェクト（新しい千年紀プロジェクト）について」
の頁を参照。 
〈http://www.kantei.go.jp/jp/mille〉（2015 年 10 月１日確認） 





22  森喜朗首相（当時）を本部長とした「ＩＴ戦略本部」は 2000 年７月７日の閣議決定に基づいて「高度情
報通信社会本部」を改組して設置された。その下に設置された「ＩＴ戦略会議」（議長，出井伸之ソニー会
長兼グループＣＥＯ）は，政府の IT 対応策強化が目的で，民間人 18 人で構成する。詳細については，『読
売新聞東京版 2000 年７月７日夕刊』２頁を参照。 
23  森喜朗首相（当時）を本部長とする「ＩＴ戦略本部」と出井伸之（ソニー会長兼グループＣＥＯ）を議長
とする「ＩＴ戦略会議」は 2000 年 11 月 27 日首相官邸で合同会議を開き「ＩＴ基本戦略」を発表した。詳
細については，「読売新聞東京版 2000 年 11 月 27 日夕刊」１頁を参照。また，「ＩＴ基本戦略」の全文につ
いては，首相官邸サイト内「ＩＴ基本戦略』の頁を参照。 
〈http://www.kantei.go.jp/jp/it/goudoukaigi/dai6/6siryou2.html〉（2015 年 10 月１日確認） 
24  詳細については，首相官邸サイト内「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」の頁を参照。 
〈http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/hourei/honbun.html〉（2015 年 10 月１日確認） 
25  詳細については，首相官邸サイト内「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT 戦略本部）」の頁
を参照。 
〈http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/010122honbun.html〉（2015 年 10 月１日確認） 
26  2001 年１月 22 日午前，政府は首相官邸で高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ戦略本部）
の初会合を開き，ＩＴ戦略会議（議長，出井伸之ソニー会長兼グループＣＥＯ）が 2000 年 11 月にまとめた
ＩＴ国家基本戦略について，「e-Japan 戦略」と名称を改めて最終決定した。詳細については，「読売新聞東
京版 2001 年１月 22 日夕刊」２頁を参照。 
27  情報リテラシー並びにメディア・リテラシーに関しては後述する。 
28  詳細については，首相官邸サイト内「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ戦略本部）」の
頁を参照。 










り，可決，成立した。同法は，公布後３年以内に施行されることとされており，1999 年８月 18 日に公布，











【第 12 巻第第１号】』（2015 年，鳥取大学地域学部）59～77 頁参照。 
32  改正不動産登記法については後述する。 





















は，香取注 37 前掲書 12 頁を参照。 
39  詳細については，野中俊彦＝中村睦男＝高橋和之＝高見勝利『憲法Ⅰ【第３版】』（2001 年，有斐閣）344 
頁を参照。 
40  詳細については，芦部信喜『憲法学Ⅲ人権各論（１）【増補版】』（2000 年，有斐閣）240 頁を参照。 
41  詳細については，Texas v. Johnson 57 L.W. 4770 109 S.Ct.2533 The United State LAW WEEK1989.6.20 
4770 頁を参照。 
42  詳細については，福岡高那覇支判 1995 年 10 月 26 日判例時報 1555 巻 140 頁を参照。 
43  詳細については，最大判 1960 年７月 20 日刑集 14 巻９号 1243 頁を参照。 





については，香取注 37 前掲書 43 頁を参照。 
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46  焚書については，秦の始皇帝（在位紀元前 247 年～紀元前 210 年）の行った「焚書坑儒」が有名である。
また，この他有名なものに，ナチスが 1933 年５月 10 日にベルリンのオペラ広場で行った「焚書」がある。
どちらも，言論弾圧の手段として，書物を焼き払った。 
47  詳細については，香取注 37 前掲書 54 頁を参照。 
48  1880 年３月４日の「ニューヨーク・デイリー・ヘラルド」紙上の「スラム街」の写真がハーフ・トーン
で複製された最初の写真であったとされている。 
49  詳細については，最大判昭 44・12・24 刑集 23 巻 12 号 1625 頁を参照。 







37 前掲書 101 頁を参照。 





して用いられ，やがて，マス・コミュニケーションとして発達した。詳細については，香取注 37 前掲書 106
頁を参照。 
57  「公開性」は，「秘匿性」と並んで本稿におけるキーワードとなる。 












63  詳細については，村井注 61 前掲書 136 頁を参照。 
64  詳細については，村井注 61 前掲書 137 頁を参照。 
65  この実験は，電電公社民営化以前の 1984 年 10 月に，東京工業大学，東京大学，慶應義塾大学を結ぶと
いう実験で，電電公社民営化後を見越して開発が進められていた機器を利用し，非公式に開始された。詳細
については，村井注 61 前掲書 138 頁を参照。 
66  詳細については，村井注 61 前掲書 158 頁を参照。 
67  詳細については，村井注 61 前掲書 14 頁を参照。 
68  詳細については，村井注 61 前掲書 15 頁を参照。 
69  詳細については，村井注 61 前掲書 17 頁を参照。 
70  詳細については，菅谷明子『メディア・リテラシー』12 頁（2000 年，岩波書店）を参照。本稿において
は，活字メディアや印刷メディアに対するメディア・リテラシーについては当然必要なものとした上で，イ
ンターネットメディアにおいても必要であるという立場に立っている。 
71  詳細については，Reno, Attorney General of the United States, et al. v. American Civil Liberties 
Union et al.，521 U.S. 844 を参照。 
72  詳細については，高橋和之＝松井茂記編『インターネットと法【第３版】』（2004 年，有斐閣）30 頁を参
照。 
73  思想の自由市場については後述する。 







75  詳細については，野上注 74 前掲書 78 頁を参照。 
76  詳細については，奥平康弘『なぜ「表現の自由か」』（1988 年，東京大学出版会）18 頁を参照。 
77  詳細については，松井注 72 前掲書 446 頁を参照。 
78  詳細については，奥平注 76 前掲書 18 頁を参照。 
79  詳細については，松井注 72 前掲書 446 頁を参照。 
80  詳細については，奥平注 76 前掲書 18 頁を参照。 
81  詳細については，松井注 72 前掲書 446 頁を参照。 
82  詳細については，野上注 74 前掲書 78 頁を参照。 
83  詳細については，野上注 74 前掲書 78 頁を参照。 
84  詳細については，奥平注 76 前掲書 18 頁を参照。 
85  詳細については，松井注 72 前掲書 446 頁を参照。 
86  詳細については，渋谷秀樹『憲法』（2007 年，有斐閣）326 頁を参照。 









もそのフォーラムに所属する会員全員に対して発送される。詳細については，高橋＝松井注 72 前掲書 28
頁を参照。 
90  詳細については，高橋＝松井注 72 前掲書 28 頁を参照。 
91  例えば，2000 年４月 22 日未明に，自分のパソコンからインターネット上のオークションに接続し，元交
際相手である女性の名前で「私を買って下さい」などと住所，電話番号を掲げて登録し，不特定多数の利用
者に閲覧させて女性の名誉を棄損した疑いで，警視庁ハイテク犯罪対策総合センターと麹町署は同年５月





11 月６日朝刊」38 頁を参照。 
93  先述したような情報流出事件が最たるものであるが，それ以外に，個人情報を公の場所に書き込むことに
よってプライバシーの侵害とされる事件がある。例えば，1999 年６月 23 日，神戸地裁で出された，電子掲
示板に，勝手に電話番号などを書き込まれ迷惑電話が殺到したなどとして，損害賠償を求めた訴訟の判決が
ある。詳細については，神戸地判 1999 年６月 23 日判例時報 1700 号 99 頁及び「読売新聞大阪版 1999 年６
月 24 日朝刊」31 頁を参照。 
94  例えば，2004 年５月 10 日，インターネットを通じて，互いのファイルを交換できる Winny を巡り，著作
権法違反幇助の疑いで開発者の逮捕に踏み切った事件，いわゆる Winny 事件がある。詳細については，「読
売新聞東京版 2004 年５月 10 日夕刊」19 頁を参照。 
95  例えば，1999 年９月 21 日，インターネットのホームページ上で知人の殺害を依頼したとして，脅迫容疑
で書類送検した事件がある。この事件は，インターネットの文言をとらえて脅迫罪で立件したのは全国初の
事例である。詳細については，「読売新聞大阪版 1999 年９月 22 日朝刊」29 頁を参照。 
96  例えば，2003 年７月 14 日，インターネットで知り合った男女４人が社内で集団自殺を図るという事件が
発生した。その後，自殺サイトの問題が語られるようになった。詳細については，「読売新聞東京版 2003
年７月 15 日朝刊」32 頁を参照。 
97  詳細については，内田貴『民法Ⅱ債権各論』（1997 年，東京大学出版会）307 頁を参照。 
98  詳細については，平野裕之『民法Ⅱ債権法』（1999 年，新星社）411 頁を参照。 
99  詳細については，最大判 1956 年７月４日民集 10 巻７号 785 頁を参照。 
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100  詳細については，最１小判 1966 年６月 23 日民集 20 巻５号 1118 頁を参照。 
101  詳細については，大塚仁『刑法概説各論【第３版】』（1996 年，有斐閣）134 頁を参照。 
102  詳細については，前田雅英『刑法各論講義【第３版〕』（1999 年，東京大学出版会）117 頁を参照。 
103  詳細については，大判昭和 13 年２月 28 日刑録 22 号 141 頁を参照。 
104  詳細については，前田注 102 前掲書 120 頁を参照。 
105  詳細については，最１小判 1958 年４月 10 日刑集 12 巻５号 830 頁を参照。 
106  詳細については，最大判 1969 年６月 25 日刑集 23 巻７号 975 頁を参照。 
107  詳細については，東京地判 1998 年４月 22 日判例時報 1597 号 151 頁を参照。 
108  詳細については，岡山地判 1999 年 12 月 15 日判例タイムズ 972 号 280 頁を参照。 
109  詳細については，前田注 102 前掲書 411 頁を参照。 
110  この問題については 2004 年に公的存在の家族も公的存在にあたるかという問題を提起した事件が起こっ
ている。2004 年３月 17 日発売の「週刊文春」掲載された元外相である田中真紀子衆院議員の長女のプライ
バシーに関する記事を巡り，長女が発行元の文芸春秋に出版禁止を求めた仮処分申し立てについて，東京地
裁が 16 日，記事を削除しなければ出版・販売してはならないとする決定をした事件である。詳細について
は，「読売新聞東京版 2004 年３月 17 日朝刊」１頁を参照。 
111  詳細については，野上注 74 前掲書 87 頁を参照。 
112  プロバイダーについては後述する。 
113  詳細については，松井茂記『インターネットの憲法学』（2002 年，岩波書店）220 頁を参照。 
114  詳細については，Cass Sunstein『Republic.com』（2002 年，Princeton University Press）３頁を参照。 
115  詳細については，Sunstein 注 114 前掲書 10 頁を参照。 
116  詳細については，Sunstein 注 114 前掲書 44 頁を参照。 
117  詳細については，Sunstein 注 114 前掲書 45 頁を参照。 
118  詳細については，Sunstein 注 114 前掲書８頁を参照。 
119  詳細については，Sunstein 注 114 前掲書９頁を参照。 
120  詳細については，Sunstein 注 114 前掲書 65 頁を参照。 
121  詳細については，Sunstein 注 114 前掲書 80 頁を参照。 
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